
事業期間

１１１１．．．．基本施策名等基本施策名等基本施策名等基本施策名等（（（（基本計画基本計画基本計画基本計画におけるにおけるにおけるにおける「「「「基本施策名基本施策名基本施策名基本施策名」」」」等等等等をををを記入記入記入記入））））

２２２２．．．．事業名等事業名等事業名等事業名等

①新規　②継続　③その他

①毎年　②隔年　③その他

①直営　②指定管理　③委託

①自治事務　　②法定受託事務 ④その他 （ ）

平成 年度 平成 年度

３３３３．．．．事業事業事業事業のののの内容等内容等内容等内容等

事業事業事業事業のののの背景背景背景背景

事業事業事業事業のののの目的及目的及目的及目的及びびびび対象対象対象対象 事業概要事業概要事業概要事業概要
【目的】

前年度前年度前年度前年度のののの評価評価評価評価 評価結果評価結果評価結果評価結果にににに基基基基づきづきづきづき見直見直見直見直したしたしたした内容内容内容内容
【対象】

４４４４．．．．予算予算予算予算・・・・決算決算決算決算のののの状況状況状況状況 （（（（単位単位単位単位：：：：千円千円千円千円））））

５５５５．．．．実績及実績及実績及実績及びびびび達成目標等達成目標等達成目標等達成目標等

過去過去過去過去３３３３年間年間年間年間のののの事業実績事業実績事業実績事業実績とととと課題課題課題課題

達成目標達成目標達成目標達成目標とととと前年度前年度前年度前年度までのまでのまでのまでの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況････････････････････････事業成果事業成果事業成果事業成果のののの目標目標目標目標となるとなるとなるとなる指標指標指標指標とととと目標数値目標数値目標数値目標数値

担当部局担当部局担当部局担当部局
部部部部局局局局名名名名 産業経済部

兼兼兼兼 事事事事 務務務務 事事事事 業業業業 評評評評 価価価価 シシシシ ーーーー トトトト 課課課課室室室室名名名名 商工観光課

H20 ～ H22

総総総総 合合合合 計計計計 画画画画 ／／／／ 実実実実 施施施施 計計計計 画画画画 書書書書

基本施策基本施策基本施策基本施策ＩＤＩＤＩＤＩＤ 基基基基　　　　　　　　　　　　本本本本　　　　　　　　　　　　施施施施　　　　　　　　　　　　策策策策　　　　　　　　　　　　名名名名

1 －－－－ 4 －－－－ 5 市民が安心して消費生活を送れる環境にする

重点施策重点施策重点施策重点施策ＩＤＩＤＩＤＩＤ 重重重重　　　　　　　　　　　　点点点点　　　　　　　　　　　　施施施施　　　　　　　　　　　　策策策策　　　　　　　　　　　　名名名名

－－－－ －－－－ －－－－

事事事事 業業業業 名名名名 消費者暮らしの安心安全推進事業 事事事事 業業業業 区区区区 分分分分 ② （ ）

細細細細 事事事事 業業業業 名名名名

実実実実 施施施施 形形形形 態態態態

① （　 　　）

事事事事 業業業業 主主主主 体体体体 市
①

事事事事 業業業業 種種種種 別別別別 ①

実実実実 施施施施 期期期期 間間間間 17 ～ 22 根根根根 拠拠拠拠 法法法法 規規規規 家庭用品品質表示法/消費生活製品安全法/電気用品安全法

各各各各種種種種のののの計計計計画画画画へへへへのののの反反反反映映映映（（（（＝＝＝＝根根根根拠拠拠拠計計計計画画画画）））） 事事事事 業業業業 ＩＩＩＩ ＤＤＤＤ 20001

名名名名 称称称称 権限移譲事務市町村交付金
　悪徳商法などの消費者トラブルによる消費生活相談件数は、
年々増加し平成17年度では208件に達しており、トラブルに対処
すべき相談窓口のあり方や啓発活動が求められている。

補補補補 助助助助 事事事事 業業業業

補補補補助助助助率率率率
国 県 その他

1/ 10/ 10 1/

起起起起 債債債債 のののの
種種種種 類類類類

①

②

③

[受託事務]①物価の動向や消費者保護条例・計量法の施行状況等の調査把握並びに結果
周知
[自治事務]①消費者相談(市主催)や、リーダー研修会・講演会・学集会等啓発事業②価
格安定対策事業(生活関連物資等価格監視調査)日常生活に関連した食料品・日用品など
の価格や需給の安定を目的とした、市内のスーパー・一般小売店などでの価格動向およ
び需給状況の監視調査

E

市民 維持

　市民の消費行動の安心・安全性を確保する
ための、各種調査事業等を行うとともに、消
費者モニター制度の充実を図る。

財源内訳財源内訳財源内訳財源内訳 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 17171717 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 18181818 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 19191919 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 20202020 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 21212121 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 22222222 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 23232323～～～～

予予予予
　　　　
算算算算

国国国国庫庫庫庫支支支支出出出出金金金金

地地地地 方方方方 債債債債

一一一一 般般般般 財財財財 源源源源 490 563

県県県県 支支支支 出出出出 金金金金 45 39 170 219 219 219

そそそそ のののの 他他他他

357 658 300 300

計計計計

計計計計 535 602 527 877 519 519 0

一一一一 般般般般 財財財財 源源源源 481 395

そそそそ のののの 他他他他

513

343

170
決決決決
　　　　
算算算算

国国国国庫庫庫庫支支支支出出出出金金金金

526 434

県県県県 支支支支 出出出出 金金金金 45 39

地地地地 方方方方 債債債債

課課課課　　　　　　　　題題題題

【実績】
・消費者モニタ－研修(2回)
・消費生活セミナ－(2回)
・管内統一くらし安全相談日開
設

【実績】
・消費者モニタ－研修(2回)
・消費生活セミナ－(2回)
・管内統一くらし安全相談日開
設

【実績】
・消費者モニタ－研修(3回)
・消費生活セミナ－(2回)
・管内統一くらし安全相談日開
設

平成平成平成平成17171717年度年度年度年度 平成平成平成平成18181818年度年度年度年度 平成平成平成平成19191919年度年度年度年度

活動指標活動指標活動指標活動指標
①相談窓口の開設箇所数
②各種団体を対象にセミナ－開催数

効率指標効率指標効率指標効率指標
前年度決算額＞当該年度決算額
⇒　平成21年度は、コスト評価（経済性、効率性、効果性）を実施する。

成果指標成果指標成果指標成果指標 相談件数
単単単単　　　　位位位位

件

年年年年　　　　度度度度 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 17171717 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 18181818 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 19191919 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 20202020 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 21212121 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ 22222222 備備備備　　　　考考考考

目標値目標値目標値目標値

相談件数種種種種　　　　別別別別 相談件数 相談件数 相談件数 相談件数 相談件数

200

実績値実績値実績値実績値

達成率達成率達成率達成率 100%

備備備備　　　　考考考考

191 195183

186208 183



評価対象年度 評価実施年度

６６６６．．．．前年度前年度前年度前年度のののの事業評価事業評価事業評価事業評価

低い ← → 高い

低い ← → 高い

低い ← → 高い

減額 ← → 増額

減員 ← → 増員

内線内線内線内線

E-mailE-mailE-mailE-mail @bungo-ohno.jp

2410
後藤　政美 加藤　利隆 藤元　蔦夫 太田　鈴子

　消費者省の新設により、消費者行政への取組も重要な位置づけとなり、各市町村消費者行政強化計画書（Ｈ21年度～Ｈ23年度）
の作成が求められ、以下の内容を計画する。

　平成21年度
　　　①大分県が開催する研修会に消費生活相談員を派遣し、相談員の育成を図る。
　　　②専門相談窓口を設置する。
　　　③相談員配置にかかる備品等の購入

　平成22年度
　　　①相談窓口を設置（週４回）
　　　②消費生活相談員を講師とした啓発講座や啓発資料の作成

　平成23年度
　　　①平成22年度の事業を継続し、相談窓口機能の定着化を図る。

部部部部　　　　長長長長 課課課課　　　　長長長長 班班班班　　　　長長長長 担当者担当者担当者担当者

　悪質商法による被害は、年々複雑、巧妙で被害額も大きい傾向にある。本市のような中山間地域でも例外ではない状況にあ
ることから、今後も被害を未然に防ぐ啓発事業及び窓口業務を維持する必要があるため。理理理理

由由由由

そのそのそのその他他他他、、、、特記事項特記事項特記事項特記事項 事業の内容や事業規模に関する意見、補足説明、事業改善の方向性等、特記すべき事項を記載する。

今後の事業規模の方向性について、事業の必要性、緊急性、事
業経費や担当職員数の増減等を検討し、社会情勢や市民生活へ
の影響等も十分考慮した上で、事業全体としてどのような方向
へ進めていくのかを総合的に判断する。
  

Ｅ

廃止廃止廃止廃止 終了終了終了終了 統合統合統合統合 縮小縮小縮小縮小 維持維持維持維持 拡大拡大拡大拡大

ＤＤＤＤ ＥＥＥＥ ＦＦＦＦ

評価評価評価評価
事業事業事業事業
規模規模規模規模

ＡＡＡＡ ＢＢＢＢ ＣＣＣＣ

3
事業経費と同様、職員全体を削減せざるを得ない状況の中で、組織の見直
し、グループ制の活用、外部委託等の様々な手法を含めて評価する。

　兼任業務であり、現状の人員以上の削減が困難なため。

理理理理
由由由由

全ての行政経費の削減が求められる中で、予算を減額できないか、できな
いのであればその理由はなぜか等、事業経費の面について評価する。

　悪質商法等により自殺を謀る事例もあることから、悪質商法等に掛からない未然防止等の啓発活動を今後も継続する必要が
あるため。理理理理

由由由由

人人人人　　　　　　　　員員員員
体体体体　　　　　　　　制制制制

１１１１ ２２２２ ３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価

４４４４ ５５５５
評価評価評価評価 3

事 業 事 業 事 業 事 業 のののの
予予予予　　　　　　　　算算算算

１１１１ ２２２２ ３３３３

4
事業の効果は上がっているのか、事業は効率的に実施できたのか、事業経
費は事業実績と比べてどうか等、費用対効果も含めて評価する。

　被害内容は、年々複雑で巧妙な手口の内容になってきているが、相談窓口の設置や講座の開催により、被害件数が減少傾向
にあるため。理理理理

由由由由

行政がこの事業を行うこととした場合、事業実施の方法は妥当か、効率的
な方法なのか等、外部委託や受益者負担等を含めて評価する。

　この事業は、市民への情報提供が最も重要であり、多くの情報が把握でき市民に直接繋がりのある行政が、広報誌等の媒体
を通じて、普及啓発を図っているため。理理理理

由由由由

事 業 事 業 事 業 事 業 のののの
効効効効　　　　　　　　果果果果

１１１１ ２２２２ ３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価

　この事業については、民間による取組がほとんど行われておらず、行政が主体となって実施することが必要であるため。

理理理理
由由由由

手 段 手 段 手 段 手 段 のののの
妥 当 性妥 当 性妥 当 性妥 当 性

１１１１ ２２２２ ３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価 4

この事業は行政が実施しなければならない事業なのか、民間でサービスを
供給できないのか等、民間との役割分担を考慮して評価する。不要 ← → 必要

　消費生活に関する相談の内容は複雑で巧妙な手口による被害の相談が多く、その対策は十分とは言えないことから、更に普
及啓発を図る必要があるため。理理理理

由由由由

行 政 行 政 行 政 行 政 のののの
関関関関　　　　　　　　与与与与

１１１１ ２２２２ ３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価 4

評価評価評価評価にににに関関関関するするするする視点視点視点視点

事 業 事 業 事 業 事 業 のののの
必 要 性必 要 性必 要 性必 要 性

１１１１ ２２２２ ３３３３ ４４４４ ５５５５
評価評価評価評価 4

時代や市民ニーズの変化への対応、事業目的の緊急性、重要性、さらには
他の自治体の動向等を踏まえて評価する。

H19 年度 H20 年度

総総総総 合合合合 計計計計 画画画画 ／／／／ 実実実実 施施施施 計計計計 画画画画 書書書書
担当部局担当部局担当部局担当部局

部部部部局局局局名名名名 産業経済部

兼兼兼兼 事事事事 務務務務 事事事事 業業業業 評評評評 価価価価 シシシシ ーーーー トトトト 課課課課室室室室名名名名 商工観光課


